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3 月 20 日（月）、予算委員会で初めて質疑に立ち、 

１．「物価上昇を超える賃上げ」実現のための支援 

２．政府が提唱する「構造的な賃上げ」の内容 

３．金利が上昇する中での住宅ローンや奨学金返済への懸念 

４．ＬＧＢＴＱ関連の政策に対する政府の本気度 

について、所管の大臣や参考人に政府の考えを質しました。              

※詳細は次頁以降、または Youtube をご覧ください。
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予算委員会で一般質疑を行いました！ 

 



１．「物価上昇を超える賃上げ」について 

 

 

 

 

 

 

 

村田：中小企業への賃上げ後押しについてどう考えているか？ 

西村経済産業大臣：大企業には何度も価格転嫁のお願いをしており、進んでいないところ

へは指導や助言を行う。賃上げに前向きに取り組む中小企業には、各種補助金の上限引き

上げや補助率引き上げを通じて後押しをしていく。 

村田：非正規雇用者や労働組合の無い企業への賃上げをどうやって波及させるつもりか？ 

加藤厚生労働大臣：こうした皆さんの賃上げを図ることは大変大事だと受け止めている。

事業場内で最も低い時間給の引き上げの取り組みを支援する業務改善助成金の拡充や、最

低賃金の早期の全国加重平均 1 千円以上への引き上げ、同一労働同一賃金遵守の徹底、非

正規労働者の正社員への転換支援などを通じて、しっかり寄与できるよう取り組む。 

村田：継続した物価高騰対策が必要と考えるがどうか？ 

後藤内閣府特命担当大臣：物価高の最大の処方箋は物価上昇に負けない賃上げ。その上で

これまでガソリン等や５万円の給付などを実施し、物価高騰対策の効果は現れてきてい

る。年度末に向け必要な追加策を早急に取りまとめ、迅速に実行し国民生活や事業活動を

守り抜く。 

 

 ２．構造的な賃上げについて 
 

 

 

 

 

 

村田：長時間労働者や、子育てや介護で時間がない人でも、意欲があればリスキリングが

できる制度になっているのか？ 

加藤厚生労働大臣：オンラインや土日、夜間の講座を拡大し、教育訓練給付制度を活用し

やすくする、公的職業訓練に関し、希望に応じた日時に自宅でオンライン受講できる e-ラ

ーニングコースを提供するなど、ニーズに合わせたリスキリング機会を提供していく。 

村田：企業経由が中心だったリスキリング支援を、個人への直接支援に見直した理由は？  

【課題認識】 

・これから交渉の山場を迎える中小企業では、価格転嫁どころかコストダウンの要請

がいまだに来ているところもあると聞く。 

・「賃上げはできない」と言う企業や、賃上げできた企業でも物価高に追いついてな

いケースもある。 

【課題認識】 

・政府が「構造的な賃上げ」の実現のために改革が必要だという、「リスキリング」

や「日本型職務給」「成長分野への円滑な労働移動」に関し、疑問や課題を追及。 

・「構造的な賃上げ」によって、賃金差が生まれる可能性があるのでは？すべての人

の賃上げが実現できるようにすべき。 



加藤厚生労働大臣：自身のキャリアパスのためにリスキリングを希望する人もいることか

ら、企業経由、個人選択、両方を整備していく。 

村田：日本型職務給は、若い世代に恩恵がある賃金体系となっていくのか？ 

後藤内閣府特命担当大臣：職務給の確立は、内部・外部の労働市場をシームレスにつな

げ、自らの選択によって労働移動できるようにすることで、持続的に賃金が上がっていく

構造とするためのもの。これをどんな形で日本に定着させていくかは、従業員の年齢や企

業特性などに応じて丁寧に対応していくことが必要と考える。 

村田：スキルの高い人材の海外への流出を防ぐために導入するのか？ 

後藤内閣府特命担当大臣：他の先進国と比較すると、高いスキルが要求される分野で著し

い賃金格差があるため、ポストコロナの人材不足の中、成長分野であるほど日本企業から

人材が奪われる危機的な状況にある。 

村田：日本の特徴は職種間の賃金差が少ないという点。日本型職務給の導入によって、他

の先進国と同じように賃金差が広がることを見込んでいるのか？ 

後藤内閣府特命担当大臣：全体としての労働分配率を高める中で、いったいどの職種か

ら、あるいはどういう年代からそれを始めていくのか、労働市場や経済状況を丁寧に的確

に判断しながら進めていくことも重要と思っている。 

 

３．住宅ローンや奨学金の支払いについて 
 

 

 
 

 

村田：変動金利で購入した人から、金利上昇による住宅ローン支払いが心配との声を

聞くことはないか？ 

鈴木財務大臣： 近年の低金利環境の中で、変動金利型住宅ローン利用家庭が増加して

おり、今後の金利情勢について不安に感じている方が多いことを承知している。金融

庁として住宅ローンの金利変化や利用者への影響を注意していくとともに、利用者に

もこうした点を理解してもらうことが重要と考える。 

村田：立憲民主党は結婚や子供の有無にかかわらず、現在返済中の奨学金の返済猶予

や減免を提案しているが、これについてどう考えるか。 

永岡文部科学大臣：次の世代の学生の原資となるため、返還できる人からは返還して

もらうことが重要と認識している。それが困難な方は、返還期限の猶予や返還額の減

額制度の利用が可能であり、現在、年収要件の緩和などの見直しを進めているところ

である。 

村田：有利子で借りられる第二種奨学金の金利が大幅に上昇している。給付型奨学金

の拡充が望ましいが、第一段階としてすべて無利子にすることはいかがか？ 

【課題認識】 

・金利の上昇によって、この先住宅ローンの支払いが心配との声を聞く。 

・奨学金の返済が若い世代の負担となっている。 



永岡文部科学大臣：令和 3 年度の奨学金の利息収入は 238億円だった。無利息になる

とこれを国費で賄わなければならず、慎重な検討が必要となる。 

 

４．LGBTQツーリズム＊について 
 

 

 

 

 

村田：LGBTQ ツーリズムに関する、観光庁としての取り組みは？LGBTQ に特化した

予算をつけるべきと考えるがどうか？ 

祓川政府参考人：非常に大きなシェアがあることなので、指摘も含め検討していきた

い。 

村田：令和５年度予算では、ユニバーサルツーリズム促進事業に 3,000 万円の予算が

ついているが、LGBTQ ツーリズムの事業を何か予定しているのか？ 

祓川政府参考人：具体的な事業予算は検討中。ユニバーサルツーリズムの予算以外に

も、受け入れ環境整備事業として二百数十億あるので、その中でも具体的な対応をし

ていければと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

今号は以上です。 

【課題認識】 

・観光分野でも、あらゆる人が旅行を楽しめる多様性の尊重がテーマになっている。 

・LGBTQ ツーリズムは経済面でも注目されており、観光消費額全体の 16％、23 兆

円と試算されている。 

〔LGBTQ ツーリズムとは？〕 

LBGTQ の方を対象にした観光において、皆さんが快適に旅行できるよう、環境づくり

を進めていくものです。LGBTQ の方が使いやすいトイレの整備といったインフラ面だ

けでなく、差別撤廃法など法整備を行うことも重要と考えます。 


